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１．研究背景・目的 

2015 年 12 月,パリで開催された気候変動枠組み

条約第 21 回締約国会議(COP21)にてパリ協定が締結

され,世界的に 2020 年以降の気候変動対策への動き

が活発になっており,地球温暖化対策がますます重

要となっている.パリ協定における世界的な目標の

一つが,「21 世紀後半において,世界の温室効果ガス

排出量をゼロにする .」である .わが国の目標とし

て,2030 年度までに 2013 年度比-26.0[%]とすること

を掲げている.国立環境研究所の公表データによる

と,2017 年度において,2013 年度比-8.4[%]となってお

り,今後より一層の省エネ化及び脱炭素化を目指す

エネルギー転換を行わなければならないと考えられ

る.また国内のエネルギー状況について考えると,化

石燃料などのほとんどのエネルギー源を海外からの

輸入に頼っているため,根本的な脆弱性を有する.そ

こでわが国内の地方都市では,その地域の特色を生

かしたエネルギーシステムが提案されてきた.一例

として,山形県小国町において,木質バイオマス発電

及び小水力発電から得られる電力を用いて,水の電

気分解を行い,水素吸蔵合金を用いて活用するシス

テムの提案がなされている. 

福島県では,「福島新エネ社会構想」と題して,福島

復興の大きな柱として,再生可能エネルギーの導入

拡大,関連産業の集積,研究開発の推進を掲げている.

本構想の中で,2040 年を目途に福島県内の一次エネ

ルギー需要量の,100%以上に相当するエネルギーを

再生可能エネルギーから生み出す目標を提示してい

る.そこで本研究では上記の目標を達成するべく,二

次エネルギーとして水素を活用したシステムの提案

を行い,社会的受容性として重要な要素となる水素

製造単価について検討を行う. 

２．2020 年における福島県のエネルギー状況 

2040 年時の再生可能エネルギー導入量及び水素

製造需要量の推定を行った.初めに 2005 年から

2015 年までの全国エネルギー消費量及び,福島県内

エネルギー消費量が全国エネルギー消費量に対し

てどの程度の割合になるか示したものが図 1 であ

る.福島県年間エネルギー利用比率は 1.14[%]であ

ることが分った.そこで,outlook2019 より,2040 年時

の全国エネルギー消費量の値を参照し ,その

1.14[%]に相当するエネルギー量を 2040年時の福島

県エネルギー消費量として設定した.また各分野に

おけるエネルギー消費割合も図 1 より,企業+事業 

所及び家庭,運輸部門がそれぞれ 66[%],21[%],13[%]

となることが分った.各部門において詳細なエネル

ギー消費割合（化石燃料,電力,熱等）を公表データ

から算出し,化石燃料を代替するために必要な年間

水素需要量を算出した.合計必要水素量は約 7.4× 

108[Nm3]である. 

 
図 1 全国エネルギー消費量推移及び福島県比率 

３．水素製造単価の検討 

 本研究で用いる水素製造システムは,再生可能エ

ネルギー由来の電力を電解槽に供給し,電気分解を

用いて水素製造を行う.不安定な電源を用いた際に,

電解槽を効率的に稼動させるため,バッテリーを併

設し,電解槽容量削減及び年間利用率向上を目指し

たシステムを活用する.ここで loss1 及び loss2[円/N 

m3]はバッテリーに貯蔵できない電力損失及びバッ

テリー充放電時の損失である.電力供給源として,現

在日本国内において導入が多数行われている風力

発電及び太陽光発電を用いる.風力発電出力は福島

県阿武隈地域を対象とし,平均風速 8.0[m/s]として

出力モデルを作成した.また太陽光発電出力は福島

県相馬市における年間日射量を参考に出力波形を

作成した.検討の結果,適切な風力・太陽光による電

源比率は風力発電由来の電力が全体の 5[%]であっ

た.電解槽の容量単価及び年間運転費,バッテリー年

間運用費を計算し,水素製造単価についてバッテリ

ー容量単価をパラメータとしてシミュレーション

を行った.図 2 にシミュレーション結果を示す.バッ

テリー容量単価の増加により水素製造コストは単

調に増加する. 

 
図 2 水素製造単価におけるバッテリー単価 

4．結論 

 本研究では,2040 年時の福島県におけるエネルギー

消費動向の推定し,水素製造単価についての試算を

行った.最も水素製造単価が低下する条件においてお

よそ 22[円/Nm3]となることが分った. 
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